
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 ―E≡」

「
≡■

豊豊壁三二墜コ墜△製聖塑墜整全

1 事業の成果
消費者に無洗米の正しい情報を正確に伝えることを念頭に、環境効果と高品質を保証する当協会

認証の無洗米の正当性をアピールし、他の無洗米との差異の周知を図ると共に、協会認証の無

洗米の利用を通して環境保全を訴えた。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【1,056】 千円)
疋款 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受盃
対象者
範囲

支盃
対象者
人数

事業費
(千円)

米のとき lFI・が
水質汚染や赤
潮発生などの
大きな原因で
あることの一
般、の周知・
啓蒙

中央区環境保全ネットワ
ーク主催「子どもとため
す環境まつり WEB版」に
動画出展

10月 ～

翌 3月
You t ube 2人 視聴者

不特定多
数

321ニュースレターの配信
通年 (15

回)

法人事務

所
2人
ニュースレター

会員
7000人

無洗米に関するクイズキ
ャンペーン実施

5月 ～ 12

月 (14

回)

法人ホー

ムベージ
2人
キャンヘ
°―ン

応募者

不特定多
数

無洗
(品
環境
全基
定

米の規格
質基準、
基準、安
準)の策

今年度は実施せず

規格に基づく
無 洗 米 の 検
査、認証およ
び格付け

会員および会員外の無洗
米の濁度検査実施 随時

法人事務

所
2人
検査依頼

者
4社 35件 98

業 溌 米 の 規
格、検査、認証
に 関 す る 教
育、研修、啓蒙

会員
士、
問い

、米販売業者、栄養
一般消費者等からの
合わせ対応

通年
法人事務

所
2人
問い合わ

せ者
152件

141

無洗米冊子の増刷、配布 随時
法人事務

所
1人

会員、無

洗米講座

受講者

不特定多
数



巾場 に 流 通 し

ている無洗米
についての定
期的な検査、
調査研究と、
その情報の公
開

会員の製品の定期検査実
施 (測定項目:濁度、水分、
米肌の亀裂)

4月
法人事務

所
2人 認証会員 2'7社 66

認証マークに
ついての一般
への周知徹底

商標更新
法人事務

所

1″
1■コ 裏

特定多

430

ホームページの充実 通年
法人事務

所
1人 不特定多

数

(2)その他の事業

その他の事業は規定していない。

(事業費の総費用 【 】千円)



書式第 13号 (法第 28条関係)
事 業 報 告 用

令和 4年度 活動計算書 (その他事業が△整L場合)

取会費
取会費

施設等受入評価益

受取補助金

事業収益
事業収益

受

印刷製本費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
広告宣伝費

旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
広告宣伝費
諸会費
支払手数料

当 期 経 贅 自 口  額 A 日 R3_187

災害損失

期 経 営 外 増 滅 覇 C D ・ ・ 。(2)
lト E l隕  0,十②  ・ ・ 。( AR_■■7

法人税、住民税及び事業税
前期繰裁下咲財産箱  ・・

④
0 4.691.753

圧ヨ 4.780.14□



書式第 15号 (法第 28条関係)
事 業 報 告 用

令和 4年度 貸借対照表

現金預金
未収金
棚卸資産

4,504,481
3,000

車両運搬具
什器備品

ソフトウェア
借地権
電話加入権 305,760

敷金
長期貸付金

-1】 買 債 の 部
■Biユ ]π I11 1

未払金
預り金

33, 103

33,103

E動負債合計 ・・・③ 33.1□

長期借入金
退職給付引当金

[ 合  計  (3)+(4) 33.1]

【A】 資 産 合 計 ①+② 4,813,243

4.691.753
RR 3R7

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 4,813:243



28

令和 4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人全国無洗米協会

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日最終改正 NPO法人会計基準協議会)
によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
定額法によっています。

(2)固定資産の減価償却の方法
定率法によっています。

(3)引当金の計上基準
引当金はありません。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当ありません。

(5)消費税等の会計処理
税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

内 容 金 額 算定方法

科 目
水質汚梁周
知啓蒙事業

検査 。認証・

格付 け事業
無洗米規格
啓発事業

定期検査・

市場調杏事 事業部門計 管理部門 合計

66,000 58,000 124,000

1,584,250

47

1,584,250

124,000
47

000 58.000 124.| 00 1.584.| 708.

127,200

46, 120

4,563
143,657

31,800

66,000

63,600

2,520

220

31,800
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516,000
50, 160

76,782
49,000
2,744
96, 169
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321_540 140.742 66.340 42 |.80 563.| .619. 111

66_34〔〕 42 563_

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費
人件費計
(2)その他経費
業務委託費
会議費
印刷製本費
通信運搬費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
広告宣伝費
諸会費
租税公課
支払手数料
雑費
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等はありません。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引はありません。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必
要な事項

事業費と管理費の按分方法

従事割合によっています。

その他の事業に係る資産の状況

その他の事業は実施しておりません。

７

〓

8

内 容 期首残高 期末残高 備考

合計

科 目 取 得 減 少 期末取得価額 減価償却累計額

2

305760

2

305760

732874 2

305760

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計 305762

科 目

合計

科 目
計鼻書類
に計上さ
れた金額

内、役員
との取引

囚、近親

者及び支
配法 人と

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第28条関係)

令和 4年度 財産
事 業 報 告 用

銀

現金預金
手元現金
三菱UFJ銀行普通預金

２
１

９１

１

１

■

０

未収金
無洗米検査認証事業未収金

棚卸資産
販売用寄附物品

車両運搬具
事業用車両

什器備品
パソコン
濁度色度計

ソ フ ェ ア

オペレーションシステム
文書編集ソフト

電話加入権
電話加人権 305,7601

長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+② 4,313,243

未払金
通信費
消耗品費

百りび‐1〒丁~~~
源泉徴収税    ~~~

長期借入金

退職給付引当金

【l

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 33,

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 4,780,



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 J灌蹴攪虐」譜″J=鑑醤詔,霜誦″臨酬潔晰所並

豊塑壁1型二塾型盤旦饉盤饉塗

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。(法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入 )

氏   名

ノ
~ヽ

長野ジ・監事
ウメサ'ワ  マサヒサ 令和 4年  1月  1日

令和 4年 12月 31日

年  月  日

年  月  日梅澤 政久

監事
サカモト  テツオ 令和 4年  1月  1日

令和 4年 12月 31日

年   月   日

年  月  日阪本 哲生

3 疑̂讐ジ・監事
ナカムラ  トオル 令和 4年  1月  1日

令和 4年 12月 31日

年  月  日

年 月中村 徹

4

ノ
~ヽ

く讐ヲ
・監事 ヤマネ  セイシ

゛
令和 4年  1月  1日

令和 4年 12月 31日

年  月  日

年  月  日山根 盛治

5

′
~ヽ

理事(こヲ
センタ・  ノリヒサ 令和 4年  1月  1日

令和 4年 12月 31日

年

年

月

月

日

日千田 法久

6 理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

7 理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

理事 。監事

年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年

理事・監事

年  月  日

年  月  日

年 月

月

日

日年

10 理事・監事
年

年

月   日

月   日

年 月

月

日

日年

日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人全国無洗米協会

氏   名

1

木徳神糧株式会社
代表取締役社長
竹内 伸夫

，

』

株式会社プレナス

代表取締役CEO
塩井 辰男

Ｑ
Ｖ

日本プライス株式会社
代表取締役社長
重松 健―

4
沖縄食糧株式会社
代表取締役社長
中村 徹

5
島根県農業協同組合
代表理事副組合長
山根 盛治

6
全農パールライス株式会社
代表取締役社長
中野 吉庸

７

〓

株式会社中島屋降旗米穀
代表取締役社長
降旗 ―路

口
・】

株式会社ミツハシ
代表取締役会長兼CEO
三橋 美幸

9
千田みずほ株式会社
代表取締役社長
千田 法久

10

東洋ライス株式会社
代表取締役
雑賀 慶二

11

12


